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消費税廃止各界連の当面の運動方向について
１、はじめに

鳩山民主党政権が発足して７カ月がたちました。政権公約で「政権任期中は消費税率を引き上げない」としたものの、現職閣僚から「消費税引き上げ議論の開始を」との発言が相次ぎ、民主党、自民党、財界、マスコミあげて「消費税増税」の大キャンペーンがおこなわれています。消費税実施から22年目となり、消費税の害悪は各分野で明らかになっていますが、マスコミなどに影響を受けた「増税やむなし論」も根強くあります。７月におこなわれる参議院選挙の動向いかんで、消費税の方向は大きく左右されます。この間、狙われてきた数々の消費税増税策動を阻止してきたことに確信を持ちつつも、増税勢力の巻き返しをいささかも甘く見ることなく、これまでの運動を２倍、３倍に飛躍させる必要があります。

　本日の会議の目的は、
①消費税をめぐる情勢に認識を深めるとともに、参議院選挙で増税勢力の狙いを完全に打ち破り減税を勝ちとるための運動方向について全国的な意思統一をおこなうこと、
②そのためにも各地のすすんだ活動・経験から学び合い創意工夫をいっそう進めるため、活動を交流し、運動にただちに生かしていくこと、です。

２、０９年１０月以降の運動の到達点
粘り強く中央、地方で毎月の署名・宣伝行動を展開してきました。とりわけ、２月の菅財務相の「消費税論議の前倒し」発言以来、関心と怒りが高まり、署名も増加傾向にあります。各地での対話では、幅広い年齢層から消費税増税発言への怒りが多く出されています。昨年11月の事業仕分けの成果がわずか１兆円だったことから、国民に不安も広がりましたが、軍事費の無駄や大企業・大資産家への優遇税制という２つの聖域にメスを入れれば社会保障財源は生み出せるとの訴えに共感が広がりました。（各地の主な活動は別資料）
①１０００万対話・署名は４月15日現在で７５２．４万人分に達し、半年前の代表者会議以降１１４．1万の伸びとなりました。08年１月・３００万、09年１月末５３０万、４月15日６１８．４万、10月３日６３８．３万）。
②約半年間で、以下の地域各界連が再建・活動再開されました。
　長崎県、東京・西東京

③以下の自治体で、この半年に、「消費税増税反対」決議・意見書が採択されました。
　北海道・東神楽町、同・音更町、同・幕別町、新潟・湯沢町、埼玉・春日部市、熊本・苓北町、同・山都町。06年以降、全国で59自治体。
④新しい宣伝物の活用は、ポスター９００枚、のぼり３４８枚、横断幕52枚、ポケットティッシュ６万１５００個（４月15日時点）の普及。
３、消費税をめぐる情勢

　昨年の８月実施された総選挙は、財界とアメリカの要求に一貫して立脚してきた自公政権が、新自由主義政策の推進により、格差と貧困をこれまで以上に広げ、社会の矛盾が激化する中で、支配層が統治能力を失い、退場に追い込まれました。国民の意思と利益を代表する新しい政府として鳩山政権が成立しましたが、この政府は本格的な社会変革に乗り出す決意も準備もありません。政府の権力機構は、なお多くが旧来の支配層によって握られており、絶えず旧政権復活の危機に立たされ、政権が動揺し続けています。こういう過渡的情勢のもとだからこそ、消費税増税か否かの進路を決定づける、国民を主人公とした大衆運動が非常に大切になっています。しかし、全体として、一握りの支配層のための政治から労働者・国民本位の政治へ転換する巨大な一歩は始まっています。
１）鳩山内閣の動向
・９月16日発足した鳩山内閣は「政権任期中は消費税率を引き上げない」と公約したものの、閣僚から「増税議論を始めるべきだ」との発言が相次ぎ、首相も３月12日には「法人税は引き下げ」「国民の政治への信頼を回復した後に消費税議論をする。社会保障目的にする」と法人税引き下げ、消費税の福祉目的化と増税について言及しています。
・鳩山内閣の公約が動揺し、「２０１１年度までに消費税増税法案を成立させる」とした所得税法付則104条についても、きっぱりと廃止を明言できないのは、アメリカ・財界中心政治を抜け出す立場に立てないからです。「構造改革」路線、社会保障連続改悪への批判から、歳出面では一定の転換をはかったものの、軍事費などには切り込めず、歳入面ではこれまでの自公路線そのままであり、大企業・大資産家優遇税制を改められないことから、予算規模、国債発行、財政赤字でいずれも過去最大となり、11年度の予算編成もめどが立たない状況となっています。
・鳩山政権が危険なのは、いっそうの庶民増税路線・強権化を強めていることです。一つは子ども手当、高校授業料無料化などを口実にした人的控除の廃止・縮小ですが、そもそも基礎控除、配偶者控除、扶養控除などの人的控除は「生活にかかる経費は税負担能力がない（非課税が当然）」という立場から、額は少なくとも、憲法の生存権保障を示すものとして、「課税最低限」を表す根拠となってきたものでした。無条件に保障されるべき権利をなくし、財政が許す限りの「給付」という恩恵に代えるやり方は認められません。また、歳入庁、納税者番号制、給付つき税額控除、罰則強化が一連のものとして導入する計画であり、国民監視を強め、徴収権力を強大化し、批判者は罰則で脅かすやり方にも厳しい批判が必要です。
・自公政権は社会保障を改悪した上に、税・社会保障負担を増加させ、国民を塗炭の苦しみに追いやって、国民の厳しい審判を受けました。鳩山内閣はまがりなりにも、子ども手当、高校授業料無償化、最低年金保障を提案したうえで、「事業仕分けをしたが財源はもうない」「いいことをやるから増税も我慢せよ」と国民に増税をやむを得ないものと思わせて、道筋をつけるやり方を取ってきています。国民の願いにも沿いながら、国民分断を許さず、だれもが納得できる財源を説得的に示していく工夫が私たちに求められています。
２）増税勢力の巻き返しや「財源論」からの増税容認・推進論の特徴
・日本経団連は09年10月２日、「平成22年度税制改正要望」を提出し、「消費税は社会保障財源にもっともふさわしい」「２０１５年度までに10％、２０２５年度までに17～18％に引き上げる必要がある」として、段階的に消費税率の引き上げを求めました。また、12月10日も経団連幹部は藤井財務相（当時）と懇談し、消費税増税を迫っています。

・経済同友会は09年11月５日、「財政健全化に一歩をふみ出し、持続的な成長につなげよ～歳出・歳入一体改革の早期断行を求める」提言を発表しました。２０１３年度に10％にして、２０１７年度には17％（国２％、地方５％、年金目的10％）と提案しています。
・日本経団連、経済同友会ともに、４月12日、新しい成長戦略についての提言を発表し、消費税率を早期に２ケタにすることを再度提案しています。

・自民党は谷垣総裁が「参院選の公約に消費税率引き上げを盛り込む」と表明（１月28日）し、代表質問でも、消費税増税を協議するための「社会保障円卓会議」の提案をおこないました（２月１日）。多くの自民党幹部も民主党に増税の決断を迫る発言をしています。
・マスコミは、２月の菅財務相の発言以来、「菅財務相がやっと腰を上げた」（２月16日、読売社説）、「消費税封印の呪縛を解け」（２月17日、朝日社説）、「小手先でなく将来支える税の姿を描け」（２月25日、日経社説）などで、論議の促進を歓迎し、「増税は避けられない」と尻をたたいています。また、国民にも増税を受け入れるべき、と世論誘導をしています。
・消費税増税推進論者の意見は「安定している」「直接税はもう限界」「経済に中立的」「みんなで負担するから、みんなが恩恵を受ける社会保障財源にふさわしい」など、多様なものですが、この間法人税・所得税の最高税率の引き下げと証券軽減税率などが続けられて、応能負担が弱められ、所得再分配機能が壊されてきたこと、国民の苦難の対極で大企業にばく大な内部留保がため込まれている不公平は是正しようとしないことが特徴です。また、「国際競争力」「経済活性化」を口実に、法人税の引き下げをセットで主張していることです。ここでは、欧米に比べ税と社会保障を合わせた負担は日本が低いこと、消費税で年金財源をすべてまかなおうとすることも、財界の要望を受けて企業負担をゼロにする狙いであることには、口をぬぐっています。
３）日本経済の再建策を示せない鳩山政権
鳩山政権のもとで、日本の経済再建の見通しが立っていません。先進国の中でもＧＤＰの伸びは最低、労働者の所得は唯一減少という実態です。つまり「成長の止まった国」「国民が貧しくなった国」です。このような経済状況を改善させるためには、政府が積極的に経済再建のルールを確立することが求められます。これまでの新自由主義的な経済運営を転換し、企業・財界任せから国が責任を持った財政再建策を作ることです。とくに重要なことは、G20で合意したように、「外需依存から内需型へ」の経済に取り組むことです。その際、消費税増税でなく「ふところを温める」政治への転換と、異常な額にまで膨れ上がった大企業の内部留保をいかに社会に還元させるかのルールを作らせ、税制の抜本的な転換を図る運動に取り組むことです。

４）増税勢力と国民の間での５つの矛盾
①くらしと営業が深刻なだけに、国民は消費税がもたらす被害を日々痛感しています。その上に消費税増税など耐えられません。

給与所得、事業所得も年金も減り、税・社会保障負担は増加し、派遣切りが横行し、失業率は若干低下したものの１月４．９％の高水準です。自殺者も12年連続で３万人を超えています。今後も雇用、中小企業・農業・地域経済の悪化が予想される中、「これ以上の増税などとんでもない」との国民の声は根強くあります。この生活と労働、営業の実態からの怒りを引き出し、行動の力とすることが大切です。
②広範な経済団体も、消費者に近ければ近いほど、「この不景気に消費税増税は認められない」と表明しています。

多くの団体が税制改正要望などで、「消費税増税反対」の意見を表明し、特に経済団体は多くが「消費税率引き上げ反対」または「慎重に検討を」としています。労働団体は、各界連加盟の全労連と傘下の労働組合が「消費税率引き上げ反対」を強く表明しています。連合は、民主党に歩調をあわせて「控除から手当へ」、納税者番号制導入、給付付き税額控除などを提案しています。

③消費税がそもそも持っている悪税としての本質は、どんなキャンペーンでも拭い去ることはできません。

消費税が逆進的であることは、多くの増税論者も認めざるを得ません。そのため、「給付」で所得再分配効果を上げることで解決すると宣伝しています。消費税に関する「給付付き税額控除」は最低生活費にかかる消費税分程度とされており、不十分なものです。それを口実に低所得者から無慈悲に消費税を取り、さらに控除を廃止して所得税を増税していくことは、増税強化の実態をごまかすものでしかありません。税率引き上げの「逆進性対策」の免罪符とすることも許せないことです。

消費税は福祉・社会保障が必要な低所得者、社会的弱者にもっとも過酷な税金であり、社会保障にはもっともなじまない税金であることは明白です。

④内需を拡大し、景気を回復する上でも、消費税増税は大きな足かせになります。

消費税増税は、消費を冷え込ませ、景気をさらに悪化させます。しかし、鳩山内閣は大企業中心の経済政策を続けており、社会保障財源でも財政再建でも消費税増税に行き着かざるを得ません。いまやるべきは、社会保障の充実と消費税減税などでふところを温める家計への応援、大企業の内部留保と利益を社会的に還元して雇用や中小企業の営業を守らせること、大企業・大資産家へ優遇税制を見直し所得再分配機能を回復する税制の再構築などにより、日本経済を立て直していくことです。国民の国の財政への不安、社会保障充実への期待は大きいものがあり、「増税やむなし」の声が増える傾向にあるとする世論調査もあるだけに、国民の気持ちとかみ合った対話が求められます。
⑤消費税増税をめざす政党も、選挙での審判を念頭に置かざるを得ません。
　消費税導入以来21年ですが、88年に消費税法を強行可決した竹下・自民党内閣、５％に引き上げを決めた村山・自社さ連立政権、実際に引き上げた橋本・自民党内閣は、いずれもその後の選挙で国民の厳しい審判を受け退陣を余儀なくされました。この間も、国民の強い世論と運動で97年以来税率引き上げを許していません。参院選に際して、消費税増税をめざす政党・候補者も国民世論を無視するわけにいかないことは明白です。
４、参院選に向けた運動方針
～参院選で増税ストップ、食料品など暮らしにかかる消費税減税実現を～
～増税キャンペーンに負けない草の根の“おしゃべり力”を発揮しよう～
参院選で「増税反対」の勢力を多数にし、「消費税増税は完全中止に」の国会をつくるとともに、食料品など暮らしにかかる消費税の減税を実現させるため奮闘します。このために、活動量を２倍、３倍に増やし、政党・候補者が「消費税増税」を口にできない状況を作り、マニフェストでも「増税反対・減税実現」を公約させるよう運動をすすめます。どの政党・勢力・候補者が願いに沿うか、有権者が選択できるよう、アンケート結果などの情報を提供し、政治変革のための議論を活発におこないます。参院選公示直前に発表予定の「参院選アピール」も活用します。
＜訴える重点＞

①生活実感から出発し、あるべき税制や財政の姿を縦横に語ろう。

法人税の引き下げと所得税・住民税の最高税率の引き下げが続いてきた一方、庶民は収入が減っても税と社会保障の負担が増加してきました。税収のほとんどが法人税の穴埋めに使われた消費税21年の実態と悪税の本質、大企業・大資産家優遇税制、米軍思いやり予算、政党助成金などの事実を広く知らせれば、驚きをもって迎えられることも多いことが各地の経験からも明らかです。税金は能力に応じて負担し、所得の少ないものには軽く、大企業や大資産家には重く、生活費には課税しない、という憲法から導かれる税の原則「応能負担」「生活費非課税」の徹底を求めます。このことを通じて、所得の再分配機能が発揮され、格差の是正もおこなわれます。
②消費税に頼らなくても財源があるという情報を提供しよう。
歳入面では、引き下げられた法人税を元に戻し、大資産家への優遇税制をただすことで20兆円近い税収が生まれます（毎年の「不公平税制をただす会」の試算）、歳出では軍事費や政党助成金などムダを正す「本当の事業仕分け」によって、必要な財源を生み出せます。同時に、資本金10億円以上の大企業が10年間で内部留保を倍増させ、07年末には２２９兆円にも膨れ上がるという、ゆがんだ日本の経済構造を改革することが必要です。大企業が労働者と下請け企業から搾り取った内部留保と利益を活用すれば、労働者の雇用確保と賃上げ、下請け企業の単価を適正化させることができます。民主党も自民党も、この問題には手をつけずに、消費税増税に走ろうとしています。
③世界の流れは庶民減税、大企業・富裕層への応分の負担であることを広めよう。
　世界的な経済危機のもとで、欧米では消費税や庶民減税とともに、大資産家や大企業に応分の負担を求めています。消費税はイギリス、フランス、フィンランドなどが引き下げ、消費増加効果が表れていると報道されています。このことからも、家計を温め消費を拡大するために「食料品非課税をはじめくらしにかかる消費税を減税する」ことが、内需主導の経済対策に転換するうえからも効果があり、私たちの主張の正しさが裏付けられています。また、イギリス、アメリカ、ドイツ、フランスは所得税の課税最低限引き上げ、最低税率の引き下げ、所得減税など庶民への減税をおこない、高額所得者に対しては最高税率の引き上げなどをおこなっています。日本では法人税を引き下げの表明や証券優遇税制の継続など、逆行する動きが際立っています。しかし、鳩山首相が「証券税制の検討」、菅財務大臣が「最高税率の引き上げの検討」を表明するなど、国民世論に押されて変化も現れています。
＜具体的なとりくみ＞

①旺盛な学習、対話と署名をすすめます
＜草の根からの学習会の推進＞「社会保障財源」「財政赤字」など、消費税増税への世論誘導が毎日マスコミなどから流されている状況のなかで、消費税のそもそも論と税制のあるべき姿を学び運動への確信を深める学習会を、草の根からすすめます。中央各界連作成の、パワーポイント資料も活用します。
＜１０００万対話と署名の推進＞改めて参院選までに１０００万対話・署名をやりきることを再確認し、地域１割や団体で○万署名などの目標を立てます。各団体構成員に依拠して広げるとともに、地域へ積極的な個別訪問をおこなって推進します。
＜宣伝の工夫と強化＞毎月の宣伝の定例化とともに、「月２回」「毎週」など頻度を高め、地域の宣伝個所を増やす努力をおこないます。待ちの姿勢から戸別訪問・商店街訪問など出かけていく行動を強めます。参院選公示前の６月17日（木）～23日（水）を「参院選で消費税増税ストップ、くらしにかかる消費税減税宣伝強化週間」として、全国での集中した宣伝をおこないます。
＜国会要請＞通常国会中の６月９日（水）に署名を結集しての署名提出行動と国会議員要請行動をおこないます。

②参院選で増税勢力を追い詰める運動をすすめます

＜政党・国会議員・参議院予定候補者への要請＞それぞれの地元国会議員を重点に、増税反対・減税実現の公約をするよう要請・申し入れを強めます。アンケート・公開質問状などで消費税への態度を明確にさせ、ニュースなどで構成員に情報を伝えていきます。

＜地方議員、地方議会、地方自治体首長などへの働きかけ強化＞地方財政の厳しさから「地方消費税」の増収を期待する自治体関係者が多く、意見書決議は少ない現状です。懇談、要請をこれまで以上に強めます。

＜マスコミなどへの働きかけ強化＞マスコミへ手紙、ハガキ、メールなどの送付、地方マスコミへの情報提供と報道の要請を強めます。

③これまでの枠を超えた共同を早急に広げます
＜地域各界連の再建･強化＞現在３００数十の地域各界連を急いで６００にし、１０００をめざします。少人数でも気軽な行動参加を広げ、その継続の中で地域各界連の結成をすすめます。休眠状態の各界連も団体の話し合いを強め、行動しながら再建をすすめます。
＜団体懇談、申し入れの推進＞参加団体の得手を生かして、流通業界の団体、スーパー・チェーン店の店長など、これまでの枠を超えた団体に積極的に申し入れて懇談します。団体の運動の交流をおこない、署名の協力や役員会での決議などを要請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

資料　09年10月以降の主な取り組み

（中央各界連）
・10月２日、全国代表者会議、けんせつプラザ東京、９中央団体、27都道府県・地域代表、合計１４２人参加。
・10月８日、経産省の「税制改正パブリックコメント」へ意見提出。
・11月19日、運営委員会で「消費税減税でくらし応援」キャンペーンを提唱、新宣伝物の作成などを決める。
・11月25日、署名提出・国会要請行動。４団体16人、１万１３０人分の署名を提出。
・12月16日、消費税法強行成立21年「全国いっせい大宣伝行動」の呼びかけを発出。
・12月23日、「税制改正大綱」について「見直しを求める」事務局長談話を発表。
・12月24日、「全国いっせい大宣伝行動」、全国２０００カ所、中央は新宿西口で。
・１月22日、浅草雷門前で新春宣伝。40人以上、１１１署名。
・１月22日、拡大運営委員会、10団体25人。自治体請願と団体申し入れサンプルなどを発出。

・２月25日、署名提出・国会要請行動。12団体21人、16万２０００人分の署名を提出。
・３月17日、消費税実施22年目「全国いっせい大宣伝行動」の呼びかけを発出。

・３月18日、運営委員会。
・４月１日、全国いっせい大宣伝行動、全国約３０００カ所。中央では「後期高齢者医療制度実施３年目」で社保協と共同で宣伝。
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